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ごあいさつ
恵庭市の水道事業は昭和３２年度の島松簡易水道事業創設、昭和３７年度に水道事業の認可を

取得し現在に至っております。高度経済成長期とともに発展した恵庭市並びに水道事業は給水人

口の増加とともに増え続ける使用水量に対応するため石狩東部広域水道企業団に参画すると共に、

施設整備を行ってきました。平成２６年度までは恵庭市が保有する恵庭浄水場と石狩東部広域水

道企業団の漁川浄水場からの受水により運用しておりましたが、平成２７年度からは恵庭浄水場

を廃止し、石狩東部広域水道企業団の漁川浄水場と千歳川浄水場より全量受水を受けて運用して

います。

近年、全国的に水道事業は人口減少に伴い水需要量が減少し水道の料金収入が減少していくな

か、これまでの給水需要の増加にあわせた水道の拡張整備を前提とした時代から既存の水道施設

を維持・更新していく時代を迎えております。これら水道施設の更新需要が増大するなか、東日

本大震災や北海道胆振東部地震のような大規模災害も発生しており、水道施設の耐震化も求めら

れております。

「恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略」は、厚生労働省が「水道事業ビジョン」に掲げた「持

続」・「安全」・「強靭」の３つの観点から今後１０年間に取り組む施策を示したものです。これま

でも取り組んできた経営基盤の強化と財政マネジメントを継続し、５０年、１００年先まで本水

道事業ビジョンの基本理念である「市民のための水道は、清浄にして豊富低廉な水の供給を図る」

べく、水道事業の運営に取り組んでまいります。

                       恵庭市長   原田 裕
恵庭市公営企業 
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 恵庭市は、平成２４年度に「恵庭市水道ビジョン」（以下「水道ビジョン」）を策定、平成２７年

度には「恵庭市水道事業経営戦略」（以下「経営戦略」）を策定し、中長期的な視野に基づく経営

基盤の強化と財政マネジメントを行っています。

 平成３０年度には「恵庭市上下水道一体の事業診断による経営の効率化推進調査事業委託業務」

（以下「経営効率化業務」）において、「水道ビジョン」や「経営戦略」の執行状況の整理、経営状

況の分析、経営の効率化・健全化に向け今後取り組むべき事業について、基礎調査・分析を行っ

ています。

厚生労働省が管轄する「水道事業ビジョン」は５～１０年、総務省が管轄する「経営戦略」は

３～５年ごとに実施状況を確認して見直すことが望ましいとされております。恵庭市の場合、「水

道ビジョン」は策定から７年、「経営戦略」は策定から４年が経過しております。

このような背景を踏まえ「恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略」は、平成３０年度に実施した

「経営効率化業務」の検討結果を踏まえ全体計画の見直しを行うものです。なお、これまで「水

道ビジョン」と「経営戦略」を単独で策定しており、計画期間が異なっておりましたが、これら

は相互に関連するものであるため、計画期間及び見直し時期の同一化を図ることにより、合理的

かつ効率的な計画とするため本改訂に合わせて１つにまとめることとしました。

図 1-1 国の主な施策と恵庭市の計画期間 



「恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略」の計画期間は令和２年度から令和１１年度までの１０

年間としております。なお、将来を見据えた恵庭市水道事業の理想像を掲げるために、将来推計

期間は５０年間としています。

図 1-2 恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略の計画期間 

「恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略」は、上位計画である「第５期恵庭市総合計画」の目標

を達成すべく、厚生労働省が公表した「新水道ビジョン」、北海道が公表している「北海道水道ビ

ジョン」及び「水道整備基本構想」に掲げられた目指すべき方向性を踏まえ、恵庭市水道事業が

今後１０年間に取り組むべき方策を示すものです。

図 1-3 恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略の方策 

（１）新水道ビジョン（厚生労働省 平成２５年３月公表） 

人口減少社会の到来や東日本大震災の経験など、水道を取り巻く状況に大きな変化が生じてい

ることを踏まえ、今後の水道事業の方向性を示すに当たり、５０年、１００年先を見据えた水道

の理想像を明示し、その基本理念「地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道」として、こ

れらを具現化するために、安全、強靭、持続の観点から、当面の間に取り組むべき事項や方策、

関係者の役割分担を具体的に示しています。



（２）経営戦略（総務省 平成２６年８月通知） 

各公営企業が人口減少、施設老朽化等、経営環境が厳しさを増す中で、将来にわたって安定的

に事業を継続していくために総務省が策定を要請している中長期的な経営の基本計画であり、令

和２年度までに策定率１００％を目標としています。 

（３）北海道水道ビジョン 

日常生活に欠かすことのできないライフラインである水道が直面する課題に対処し、将来にわ

たって安全で安心できる水を安定的に供給していくため、北海道における水道の目指すべき姿や

取り組みの方向性を示すことが重要になっています。 

このようなことから、北海道における水道関係者の共通の目標となる水道の将来像やその実現

のための方策等を明確にし、関係者がその取り組みを推進していくため策定した、北海道として

の水道ビジョンです。 

北海道の水道の将来像 

・安全で安心な水道水の安定的な供給 

・その実現のための水道事業の持続的な運営 

（４）水道整備基本構想（北海道水道ビジョン～地域編～） 

「水道施設基本構想」は、「北海道水道ビジョン」の地域編として位置づけ、道内を６地域に区

分し、人口の減少や少子高齢化といった策定時には予見されていなかった課題等に対応するため、

水道事業者が計画的に事業に取り組むための数値目標や広域化の方向性を示す将来年次計画等を

内容としています。 

図 1-4 水道の理想像 

（出典：厚生労働省「新水道ビジョン」平成２５年３月に加筆） 

水道の理想像（新水道ビジョン） 



 恵庭市は、島松簡易水道事業（昭和３２年１２月１日認可）に端を発し、昭和３７年度に市街

地を中心に水道を創設しました。その間３度の拡張事業を経て、現在に至っています。

水道事業は人口の増加とともに増え続ける使用水量に対応するため、昭和４９年より石狩東部

広域水道企業団（以下「水道企業団」）に参画するとともに、第３次拡張事業として昭和５４年３

月２２日に水道事業認可を取得し、計画給水人口８０,５００人、１日最大給水量３４,２００ｍ

３/日の施設整備を行ってきました。現在は平成３０年９月１２日に変更した第３次拡張変更認可

における計画給水人口７０,９７０人、１日最大給水量３０,４００ｍ３/日の計画となっています。

さらに、平成２６年度までは恵庭市が保有する恵庭浄水場と水道企業団の漁川浄水場からの受

水で運用していましたが、平成２７年度からは水源の２系統化を開始し水道企業団の漁川浄水場

と千歳川浄水場から全量受水により運用しています。

図 2-1 恵庭市水道事業の拡張事業沿革  

恵庭市水道事業

恵庭市市街地を中心に水道を創設

島松簡易水道、柏木・西島松専用水道統合

創設
15,000人、 3,000ｍ3/日

恵庭浄水場の整備

第１次拡張事業
20,000人、 3,750ｍ3/日

第２次拡張事業
34,000人、10,200ｍ3/日

演習場、島松沢、盤尻の一部を除く居住区域

計画人口、計画１日最大給水量を変更

第３次拡張事業
80,500人、34,200ｍ3/日

第３次拡張事業変更
70,970人、30,400ｍ3/日
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表 2-1 恵庭市水道事業の沿革

元　号 元　号

昭和32年
（1957）

平成6年
（1994）

昭和33年
（1958）

島松簡易水道事業給水開始。
平成6年
（1994）

配水管基本計画委託完了。

昭和33年
（1958）

島松簡易水道事業工事終了。
平成6年
（1994）

配水管理棟新設工事着工。

昭和39年
（1964）

平成6年
（1994）

牧場第2配水通水開始。

昭和37年
（1962）

上水道事業　給水開始（伏流水）。恵庭浄水場稼動開始。
平成7年
（1995）

配水管理棟新設（建築）工事完了。

昭和40年
（1965）

平成7年
（1995）

水道企業団拡張事業　由仁町、長幌上水道企業団が参画。

昭和40年
（1965）

柏木専用水道給水開始。
平成7年
（1995）

昭和40年
（1965）

平成7年
（1995）

恵庭浄水場改修工事着工。（建築・プラント機械）

昭和40年
（1965）

恵庭町上水道事業工事完了。
平成7年
（1995）

昭和40年
（1965）

柏木専用水道布設工事完了。
平成8年
（1996）

夕張シューパロダムの建設事業に関する基本協定書の締結。

昭和40年
（1965）

西島松専用水道布設工事完了。
平成8年
（1996）

牧場配水ポンプ場躯体工事着工。

昭和41年
（1966）

西島松専用水道供給開始。
平成8年
（1996）

柏木第2配水地通水開始。

昭和43年
（1968）

平成9年
（1997）

恵庭浄水場改修工事完了。

昭和43年
（1968）

平成9年
（1997）

恵庭浄水場　浄水処理の運転本格稼動。（表流水）

昭和45年
（1970）

平成9年
（1997）

恵庭浄水場　簡易活性炭注入設備完了。

昭和46年
（1971）

島松配水池増築工事完了。
平成11年
（1999）

専用送水管通水。（自然流下）　8,400m3/日

昭和46年
（1971）

島松仮説取水施設・導水管布設工事完了。
平成11年
（1999）

水道企業団が千歳川浄水場建設工事に着手。

昭和46年
（1971）

柏木増圧ポンプ施設工事完了。
平成15年
（2003）

新水道庁舎へ事務所を移転し、業務開始。

昭和49年
（1974）

平成16年
（2004）

水道料金等微収事務民間委託。

昭和49年
（1974）

恵庭浄水場　表流水の沈殿・ろ過処理開始。
平成16年
（2004）

検針用ハンディターミナル導入。

昭和50年
（1975）

島松浄水場運転休止。
平成16年
（2004）

柏木増圧ポンプ場改築工事完了。

昭和51年
（1976）

恵庭上水道第2次拡張事業工事完了。
平成17年
（2005）

メーター使用料の廃止（平成17年10月分より）

昭和54年
（1979）

平成21年
（2009）

牧場第1配水地耐震化工事完了。

昭和55年
（1980）

水道企業団より柏木配水池へ受水受付。
平成22年
（2010）

牧場第2配水地耐震化工事完了。

昭和55年
（1980）

第3次拡張事業1期分工事完了。（恵み野ルート）
平成22年
（2010）

漁川水利権更新。許可期限　平成31年3月31日。

昭和56年
（1981）

恵庭浄水場の浄水処理を時間運転に変更。
平成24年
（2012）

｢恵庭市水道ビジョン」策定。

昭和57年
（1982）

平成24年
（2012）

西島松増圧ポンプ場新築工事完了。

昭和60年
（1985）

自衛隊南恵庭駐屯地へ給水開始。
平成25年
（2013）

昭和62～63年
（1987～1988）

第3次拡張事業2期分工事。（φ500、漁川横断）
平成27年
（2015）

恵庭浄水場廃止。

平成1年
（1989）

恵庭浄水場第1期改良工事完了。
平成27年
（2015）

平成1年
（1989）

恵庭浄水場の浄水処理を時間運転で再開。
平成27年
（2015）

平成2年
（1990）

第3次拡張事業3期分開始。
平成29年
（2017）

恵庭浄水場水利権廃止。

平成5年
（1993）

浄水場基本計画委託完了。
平成29年
（2017）

恵庭市第2庁舎開庁（RC造　4F総床面積1,177.15m2）

平成5年
（1993）

夕張シューパロダム広域水道事業準備室設置。
平成29年
（2017）

恵庭市公営企業経営審議会の設置

平成5年
（1993）

平成30年
（2018）

平成5年
（1993）

配水区域変更。（将来区域の変更）
平成30年
（2018）

島松簡易水道事業認可。

計画人口5,000人、日最大750m3/日

「水道企業団拡張整備計画の同意　議案第11号」を恵庭市議会で
議決。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　容 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

石狩東部広域水道企業団の拡張事業に係る当初計画規模施設分負
担に関する確認書の締結。

恵庭上水道事業の認可。

計画人口15,000人、日最大3,000m3/日

柏木専用水道布設工事の認可。
計画人口237人、上水道より分水。

柏木第2配水池工事着工（流入バルブ室～平成27年度まで対応）

容量2,400m3、有効水深6.0m、PC造1槽　第3次4期拡張事業開始。

西島松専用水道布設工事の認可。
計画人口216人、上水道より分水。

専用送水管工事着工。（牧場配水池から柏木配水池連絡管φ
400L=3.9km）

島松簡易水道、柏木・西島松専用水道は恵庭上水道に統合のため
廃止。

統合により第１次拡張事業認可。

計画人口20,000人、日最大3,750m3/日

第２次拡張事業認可。

計画人口34,000人、日最大10,200m3/日

石狩東部広域水道企業団設立。
江別市、千歳市、恵庭市、広島町

上水道第3次拡張事業認可。

計画人口80,500人、日最大34,200m3/日

水道企業団より牧場配水池へ15,000m3/日受水開始。
恵庭浄水場の浄水処理を運転休止。

石狩東部広域水道企業団の拡張系入水開始。
石狩東部広域水道企業団へ配水管理業務を委託。

恵庭市水道事業経営戦略策定。
恵庭市水道事業管路更新計画策定。

牧場第2配水池工事着工。（流室バルブ室～平成27年度まで対

応）容量3,150m3、有効水深3.5m、RC造1槽

恵庭市水道部組織再編
（経営管理課、施設維持課、工事課の3課体制）

第3次拡張事業変更。

計画人口70,970人、日最大30,400m3/日



恵庭浄水場の耐震性の不足や老朽化により大規模な更新が必要となったことに加え、将来にわ

たり恵庭市単独で浄水場運転技術者を確保し続けることが難しい等の課題があったことから、効

率的な事業展開のために平成２７年に自己水源系の恵庭浄水場の停止を行い、水道企業団千歳川

浄水場系統から新たに受水を開始しています。

現在は、２系統から受水することにより、１つの系統が事故や災害などで停止した場合でも残

った１系統で安全に給水を確保することが可能になっています。

図 2-2 恵庭市水道施設フロー・位置図  



 恵庭市水道事業の給水区域と施設位置を示します。

図 2-3 恵庭市給水区域図 

西島松増圧ポンプ場 

柏木配水池 

第２庁舎 

柏木増圧ポンプ場 

牧場配水池 



恵庭市が保有する水道施設は以下のとおり第２庁舎、２つの配水池、２つのポンプ場及び管路

施設約５１９.３kmを保有しています。主な管路構成は、全体の約５８％がダクタイル鋳鉄管とな

っており、約２５％が硬質塩化ビニル管となっています。残りの約１７％がポリエチレン管、鋼

管及びステンレス管となっています。

管路の用途別の延長は、送水管が約３.９km、配水本管が約２８.７km、配水支管が約４８６.７

kmとなっています。

表 2-2 恵庭市水道施設概要 

名称 配水能力 施設名 築造年度 構造 容量、数量

第２庁舎 － － 2017築造 RC造 4F建
4F総床面積
1,177.15m２

牧 場
配 水 池

12,670m３/日

第 一
配 水 池

1973築造
RC造
内 20.7×24.9-2 

3,360m３

第 二
配 水 池

1993築造
RC造
内 36.2×27.0 

3,150m３

柏 木
配 水 池

13,100m３/日

第 一
配 水 池

1979築造
PC円形ドーム
内径 30.5m 

4,300m３

第 二
配 水 池

1996築造
PC円形ドーム
内径 23.0m 

2,400m３

西島松増圧
ポ ン プ 場

480m３  2012更新 RC造
φ100 

1.0m３/分×3台

柏 木 増 圧
ポ ン プ 場

410m３  2004更新 RC造
φ65 

0.57m３/分×2台
※RC…Reinforced Concrete の略で、鉄筋コンクリートで造られた施設です。 

※PC…Prestressed Concrete の略で、あらかじめ応力を与えたコンクリートで造られた施設です。 

     表 2-3 恵庭市水道管路耐震管布設状況  （単位：ｍ） 

平成３１年３月末時点       

※Ｌ１地震対応管路…使用中に１度は受ける地震動（概ね震度５強）に耐えられる管路

※Ｌ２地震対応管路…過去、将来にわたって考えられる最大の地震動（概ね震度６強～７）に耐えられる管路

※送水管…浄水場から配水池まで浄水を送る管路です。

※配水本管…配水管のうち、給水管の分岐のないものです。

※配水支管…配水管のうち、給水管の分岐があるものです。

送水管 配水本管

恵庭市管路 32,720   3,951   28,769   486,606   519,326   -

L1地震対応管路 5,990    -       5,990    182,376   188,366   36.3%

L2地震対応管路 26,730   3,951   22,779   250,327   277,057   53.3%

非耐震管路 -        -       -        53,903    53,903    10.4%

管種別内訳

ダクタイル鋳鉄管 32,588   3,951   28,637   269,738   302,325   58.2%

L1地震対応管路 5,990    -       5,990    24,246    30,236    5.8%

L2地震対応管路 26,598   3,951   22,647   245,491   272,089   52.4%

非耐震管路 -        -       -        -         -         0.0%

鋼管 40       -       40       247       287       0.1%

L1地震対応管路 -        -       -        -         -         0.0%

L2地震対応管路 40       -       40       247       287       0.1%

非耐震管路 -        -       -        -         -         0.0%

ポリエチレン管 65       -       65       84,005    84,070    16.2%

L1地震対応管路 -        -       -        79,918    79,918    15.4%

L2地震対応管路 65       -       65       4,087     4,151     0.8%

非耐震管路 -        -       -        -         -         0.0%

ステンレス管 28       -       28       502       530       0.1%

L1地震対応管路 -        -       -        -         -         0.0%

L2地震対応管路 28       -       28       502       530       0.1%

非耐震管路 -        -       -        -         -         0.0%

硬質塩化ビニル管 -        -       -        132,114   132,114   25.4%

L1地震対応管路 -        -       -        78,211    78,211    15.1%

L2地震対応管路 -        -       -        -         -         0.0%

非耐震管路 -        -       -        53,903    53,903    10.4%

項目
基幹管路

配水支管 合計 割合



恵庭市の水道施設 

写真 2-1 牧場配水池  

写真 2-2 柏木配水池 

写真 2-3 西島松増圧ポンプ場 

写真 2-4 柏木増圧ポンプ場

牧場配水池 

 漁川浄水場から浄水を受け、一度貯

留したのち、柏木配水池と恵庭市の東

側地区へ給水しています。 

柏木配水池 

 千歳川浄水場及び牧場配水池から浄

水を受け、一度貯留したのち、恵庭市の

西側地区へ給水しています。 

西島松増圧ポンプ場 

 西島松の一部高台地区及び島松沢へ

加圧給水しています。 

柏木増圧ポンプ場 

 柏木町の一部高台地区へ加圧給水し

ています。 



恵庭市で使用している管種 

ダクタイル鋳鉄管 

鋼管・ステンレス管 

ポリエチレン管 

硬質塩化ビニル管 

 ダクタイル鋳鉄管は管体強度が大きくじん

性に富んでいることに合わせて、継手部に伸縮

性と可とう性があるため、地震時の地盤の動き

に管路が順応できることから優れた耐震性を

有しています。 

 塩ビ管は、鋼管や鋳鉄管などと比べ軽量で、

酸やアルカリなどに浸されない等の優れた耐

薬品性を持ち、施工が簡単であり、経済性にも

優れているので広く一般に使用されています。 

 水道用ポリエチレン二層管は、柔軟性を有し

ており、地形等に合わせて布設することが可能

です。また、軽量であるため、取り扱いが容易

です。 

 鋼管・ステンレス管は管体強度が大きく、靭

性に富み、衝撃に強く、耐久性があります。溶

接継手により一体化ができ、地盤の変動には管

体の強度及び変形能力で対応できます。地盤変

動の大きいところでは、伸縮継手の使用又は厚

肉化で対応できます。 

※写真：メーカーホームページより 

※イラスト：一般社団法人ダクタイル鋳鉄管協会より 



過去１０年間の給水人口と給水世帯数を示しています。恵庭市では平成２５年度より給水人口

が増加しており、平成３０年度では６９,１１４人となっています。また、給水世帯数においても

過去１０年間で増加し続けており、平成３０年度では３３,０８５世帯となっています。

図 2-4 給水人口と給水世帯数 

有収水量・有収率の過去１０年間の値を示しています。恵庭市の有収水量は、平成３０年度で

６,１１１,１４１ｍ３となっており、有収率についても少しずつ改善し、平成３０年度で９１.０％

と北海道の平均値８７．９％（参考値：北海道統計Ｈ２９年度）を上回っています。

図 2-5 有収水量と有収率 
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水道企業団からの受水量と恵庭市の配水量の実績を以下に示します。水道企業団からの受水量

に関しては平成２６年度まではほぼ横ばいでしたが、平成２７年度からは恵庭浄水場の廃止に伴

い、受水量が増加しています。また、恵庭市の配水量はほぼ横ばいとなっています。 

図 2-6 受水量と配水量の実績 

出典：石狩東部広域水道企業団ＨＰ 
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効率性 

施設利用率は、水道施設の効率性を表す指標の一

つです。恵庭市は浄水場を廃止する平成２７年度以

前は全国平均や北海道平均と同水準であり、効率的

な施設運営ができているといえます。しかし、人口

減少に伴う水量の低下など、今後悪化していく要因

もあるため、更新時には適切な規模を確保し高い施

設利用率を継続していくことが重要となります。な

お、平成２７年度からは浄水場を廃止しており、試

算方法が異なるため参考値としております。

耐震性 

配水池及びポンプ場などの耐震化率は１００％

となっています。管路施設では、平成３０年度末時

点で耐震性能を有していない管路は１０．４％とな

っています。今後は非耐震管を優先的に更新し、耐

震管化率１００％を目指していく必要があります。

管路耐震化率

８９．６％

耐震管

89.6% 

配水池・ポンプ場

耐震化率

１００% 

非耐震管

配水池及びポンプ場は施設の効率性が比較的高く、耐震化事業も推進していることから大き

な問題はないといえます。一方、管路施設に関しては今後標準耐用年数を超過する管路が増加

することが見込まれます。水道の普及率は高い水準であり、今後も同水準を維持します。

現状

名称 耐震状況

牧場配水池 〇

柏木配水池 〇

西島松増圧ポンプ場 〇

柏木増圧ポンプ場 〇

表 3-1 施設の耐震化状況

図 3-3 施設利用率 図 3-2 配水池・ポンプ場及び管路の耐震化率

図 3-1 施設利用率 

H24 H25 H26 H27 H28

全 国 59.9 59.5 59.0 58.9 59.2

北海道 60.0 59.0 58.4 58.2 58.3

恵庭市 59.3 58.7 58.5 60.2 60.8

59.3 

58.7 
58.5 

60.2 

60.8 

56.5

57.0
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58.0

58.5
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60.0

60.5

61.0

施
設
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％)

（参考値）

10.4% 



経年化 

1)配水池

配水池に関して標準耐用年数６０年を基準とし

た場合、現在は超過する施設はありませんが、直近

では牧場配水池（第１配水池）と柏木配水池（第１

配水池）が約２０年で標準耐用年数を迎えることに

なります。

2)管路

標準耐用年数超過管路率は、管路の延長に対する

標準耐用年数※を超えている管路の割合を示すもの

であり、管路の老朽度、更新の取組み状況を表す指

標の一つです。

恵庭市は全国平均や北海道平均よりも低いもの

の、今後急激に標準耐用年数を迎える管路が増加し

ていくことがわかっています。このため、耐震化等

の関連事業と併せて優先順位を検討したうえで計

画的な更新を行っていく必要があります。

※標準耐用年数：管路（管路付帯設備含む）の場合４０年

水道の普及率 

水道の普及率は、全国や北海道平均よりも高く、

１００％近い普及率を維持しています。今後、給水

人口の減少に伴う給水収益の減少が予想さますが、

将来にわたり同水準を維持する必要があります。

・管路施設は非耐震化配水支管を中心に耐震化を進めていく必要があります。

・毎年、着実に経年化は進んでいくため、施設・管路更新計画等に基づいて計画的に更新事

業を進めていく必要があります。

課題

表 3-2 配水池の経過年数

図 3-5 普及率 

H24 H25 H26 H27 H28

全 国 98.2 98.3 98.3 98.4 98.4

北海道 98.6 98.6 98.6 98.7 98.7

恵庭市 99.3 99.3 99.3 99.3 99.3

99.3 99.3 99.3 99.3 99.3 

95
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97

98

99

100
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及
率
（
％
）

名称 施設名 築造年度 経過年数
※

第一配水池 1973築造 45年

第二配水池 1993築造 25年

第一配水池 1979築造 39年

第二配水池 1996築造 22年

※経過年数は平成30年度時点

牧場配水池

柏木配水池

H24 H25 H26 H27 H28

全 国 9.6 10.5 12.1 13.6 14.8

北海道 7.5 9.1 11.0 13.4 15.1

恵庭市 3.1 2.8 4.1 5.7 8.2

3.1 2.8 
4.1 
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8.2 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

標
準
耐
用
年
数
超
過
率
（％
）

図 3-4 標準耐用年数超過率 



有収率 

有収率は全国や北海道平均よりも高くなってい

ます。特に北海道は人口密度が低いため、管路布設

延長が長くなり、有収率が低下する傾向にあります

が、恵庭市は道内でも比較的人口密度が高いことか

ら、有収率も高くなると考えられます。今後も同水

準を維持していくことが重要になります。

経営の健全性・効率性 

経常収支比率は全国や北海道平均よりも低いも

のの、１００％を超えているため、単年度収支は黒

字であり健全な経営が行われているといえます。ま

た、料金回収率は類似団体よりも低く１００％を下

回っており、給水収益で給水に係る費用を賄えてい

ない状況にみえます。しかし、この料金回収率は下

水道事業や第２庁舎の維持管理等に係る費用も経

費として計上しており、水道事業費用のみの料金回

収率でみると平成２７年度以降も１００％を超え

ています。

なお、平成２７年度から経常収支比率・料金回収

率ともに低下しているのは、恵庭浄水場の廃止に伴

い水道企業団の千歳川浄水場系統から新たに受水

を開始し、受水費が増加したことに起因します。

経常収支比率が１００％を超え、有収率や職員一人当たりの給水人口は全国や北海道平均よ

りも高いことから、健全で効率的な経営状況であるといえます。

現状

H24 H25 H26 H27 H28

全 国 90.1 90.2 89.9 90.1 90.3

北海道 87.5 87.4 87.5 87.6 87.8

恵庭市 90.7 90.2 90.1 90.5 91.0

90.7 
90.2 90.1 

90.5 
91.0 

85
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89
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有
収
率
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）

図 3-6 有収率 

図 3-7 経常収支比率 

H24 H25 H26 H27 H28

全 国 108.3 108.8 113.1 113.6 114.4

北海道 114.0 113.6 118.6 117.6 117.1

恵庭市 125.3 126.8 128.4 104.4 104.6
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H24 H25 H26 H27 H28

全 国 88.9 74.2 105.4 105.7 106.0

北海道 96.5 94.2 112.7 110.4 111.0

恵庭市 117.7 118.4 122.1 97.0 97.9

恵庭市

水道事業のみ
126.8 136.8 131.3 104.6 106.3
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図 3-8 料金回収率 



流動比率  

短期的な支払い能力の指標として流動比率が用

いられることが多く、公営企業会計における流動比

率は２００％程度が望ましいと考えています。平成

２６年度に恵庭浄水場を廃止してからは全国平均

や北海道平均と同等で、理想的なバランスである２

００％程度となっています。

業務の人的効率性 

職員１人あたりの給水収益は全国や北海道平均

よりも高い水準で推移しており、効率的に事業運営

できているといえます。これは平成２６年度に恵庭

浄水場を廃止し、平成２７年度で廃止に伴う諸整理

を行った後、平成２８年度から職員を削減したため、

職員一人当たりの給水収益が増加しています。

・現状は問題ありませんが、人口減少に伴う給水収益の減少が予想されます。

・水道事業の持続性を確保するためにも、さらなる経営改善を求めて効率的な事業運営を行う

必要があります。

課題

図 3-9 流動比率 

H24 H25 H26 H27 H28

全 国 491.7 492.2 261.2 261.7 263.1

北海道 515.7 662.4 203.6 200.7 198.2

恵庭市 1227.0 1228.2 182.0 315.4 199.8
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H24 H25 H26 H27 H28

全 国 62,138 63,293 63,254 64,793 65,728

北海道 55,055 55,462 55,048 56,579 58,112

恵庭市 64,662 63,682 60,561 66,786 90,283
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図 3-10 職員一人当たりの給水収益



人口減少・水量の減少 

日本の総人口は平成２２年頃から減少に転じ、少子化傾向により今後も減少傾向が継続する見

込みです。恵庭市においても恵庭市人口ビジョン及び恵庭市住生活基本計画を基に試算した結果、

令和２年からの推計では給水世帯数はほぼ横這いとなりますが、給水人口は減少に転じ、それに

伴い有収水量も減少する見込みです。これについては、給水人口は減少するものの給水世帯は減

少しないことから、家事用水道料金の約４７％を占める基本料金についてはほぼ横這いとなるこ

とにより、給水人口や有収水量の減少ほど給水収益は減少しないことが見込まれます。このよう

な環境の中で事業運営を余儀なくされることから、計画的な財政運営が必要となります。

図 4-1 給水人口・世帯数の実績と将来推計の推移 

図 4-2 有収水量実績と将来推計の推移 

算定方法：給水人口推計 ＝ 恵庭市人口ビジョンの行政人口×給水人口割合（H３０年度末実績）

給水世帯数推計 ＝ 恵庭市住生活基本計画の世帯数×給水世帯数割合（H３０年度実績）
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施設の効率性低下 

恵庭市にある２つの水池は７０％を超える稼働率（日平均給水量／配水池給水能力）で運転さ

れています。施設の設計は一年間を通して処理能力が不足しないように稼働率を７０％から８

０％程度としていることを踏まえると現在は適正ですが、将来は人口減少等に伴い給水量も減少

していくため、５０年後には稼働率が６０％を下回り施設の効率性の低下が予測されています。

※日平均給水量の推計にあたっては、家事用水量を人口減少比率で減少させ、それ以外を固定して試算した。

図 4-3 日平均給水量実績と推計及び配水能力の推移

水源の汚染及び利水の安全性 

恵庭市の水道は水道企業団から全量受水しているため、水源汚染や少雨化・豪雨等の降雨量変

動が起こった場合、恵庭市は大きく影響を受けることになります。このため、「恵庭市漁川流域に

係る水道水源の水質の保全に関する条例」により安全性を確保しています。また、水道企業団の

取水口までは国が管理する国有地であり、住宅や工場がないことから比較的安全性は高いと言え

ます。

※漁川ダム：石狩東部広域水道企業団 漁川浄水場 水源地
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施設の老朽化 

恵庭市は平成３０年度末時点で既に標準耐用年数を超過する管路が約６０kmを超え、それ以降

は最大で２５km/年程度の更新が必要となってきます。しかしながら、標準耐用年数を超過しても

直ちに機能が停止すること（管路が破断する等）はないため、経済合理性の観点からも恵庭市と

して現実的な実用年数を踏まえた目標耐用年数を設定するとともに、施設の重要度に応じた優先

順位等を設定して計画的に更新していくことが重要になります。

図 4-4 水道管路の標準耐用年数経過推移 

資金の確保 

現行の料金水準を据え置いた上で、更新需要に基づいて施設を更新する場合、起債比率を高め

ることが考えられますが、起債比率を高めると返済額が膨らみ次世代に負担を残すことになりま

す。起債への過度の依存を避けつつ更新に対応するために、経営戦略等による財政管理をしてい

きます。

職員数及び技術力の確保 

今後、管路の更新事業等が増加し、長期間に渡ってその対応が必要になるほか、施設面では計

画的な点検、調査、修繕及び改築による施設管理を推進し、施設の延命化を実現していく必要が

あります。これにより、職員１人当たりの業務量は著しく増加し負荷が高くなっていく事が予測

されますが、組織や各種業務の見直しによる外部委託拡大の検討を進め、本計画期間の中で人員

削減も含めた最適な人員配置の見直しを検討する必要があります。

また、技術力の継承のため、水道知識を有した人材の育成、業務のマニュアル化や研修等への

積極参加等の方策についても検討していく必要があります。このような環境のなか、計画的に投

資を平準化することにより事務処理量を一定にするとともに、将来を見据えてこれまで培ってき

た技術力を継承していくことが重要になります。
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上位計画である「第５期恵庭市総合計画」では水道事業・下水道事業の目標として「安定した

水供給と持続的な下水処理」を掲げており、市民の皆様に安心して水道水を利用していただける

ように、安全な水を安定的に供給することにしております。また、水道法第一条には、水道法の

目的として「この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道の基

盤を強化することによって、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上と生

活環境の改善とに寄与することを目的とする。」とあります。

恵庭市水道事業は、これまでにも水道の経営基盤を強化するために様々な取り組みを行ってき

ましたが、これまでと同様に市民の皆様に清浄にして豊富低廉な水の供給を図るために、今後も

より一層、経営基盤の強化を目指し様々な施策に取り組みます。

よって、「恵庭市水道ビジョンに」おける基本理念は、前回ビジョンの基本理念を引き継ぎ、以

下のとおりとします。

 基本理念を実現するため、国の「新水道ビジョン」に掲げられた「安全」・「強靭」・「持続」に

対し基本目標を掲げました。「安全」に対しては、「第５期恵庭市総合計画」の「まちづくりの

視点」の一つである「暮らしの安全安心」の一端を担う水道として、「安全・安心な水道水の確

保」としました。「強靭」に対しては、災害時にも清浄な水を安定して供給できるように「災害

に強い水道の構築」としました。「持続」に対しては、５０年、１００年先においても基本理念

を実現できるように「次世代につなぐ水道事業運営」としました。

安全・安心な水道水の確保

災害に強い水道の構築

次世代につなぐ水道事業運営

安 全

強 靭

持 続

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ



現状分析結果、課題抽出及び将来の事業環境より、基本目標を達成するために今後１０年間で

取り組む主要施策を示します。

図 6-1 今後１０年間の基本方針と主要施策 



Ⅰ安全 

施策１：水安全計画の適切な運用

日々供給している水の安全性を一層高いレベルで確保するためには、水質検査だけなく水

質検査以外の措置を講ずる必要があります。今後も市民の皆様に安心して飲んでいただける

水道水をお届けできるように、受水から給水栓までに至る各段階において包括的な危害評価

及び危害管理を行うことが安全な飲料水を常時供給し続けるために有効です。そのため、受

水から給水栓まで一貫した水道システムとしての水質の安全管理を示した、「水安全計画の

適切な運用」を行います。

事業展開

・水安全計画の定期的な見直しを行い、安全な水の供給を確保するための水道システムを構

築します。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

水安全計画の見直し 策定済み 定期的な見直し

※水安全計画…常に信頼性（安全性）の高い水道水を供給し続けるための水道システム全体を包括する計画

＜効果＞

水質に関するリスクの検証が可能となり、水道水の安全性を確保できます。

水質検査箇所のイメージ図 

出典：水道PRパッケージに加筆 

業務担当；施設維持課 



Ⅰ安全 

施策２：水質管理体制の徹底強化

水質検査は、水道水の安全性を確認するために不可欠であり、水質管理の中核をなす大切

な要素です。恵庭市は、水道法の規定に基づき水質検査計画を作成しており、この中で、安

全な水道水を供給するため、水源の特徴及び水質的課題を考慮し、検査地点、検査項目、検

査頻度などを定めています。また、水質検査の結果をホームページに掲載するとともに、水

道施設のセキュリティの強化を図っていますが、今後は更なる水質管理体制の徹底・強化を

行います。

事業展開

・水質検査計画に基づき適切な頻度で水質検査を実施します。

・水質状況をホームページに掲載するなど、広報の充実を目指します。

・現在フェンスが設置されていない牧場配水池へのフェンスの設置や各施設への警報装置

（赤外線カメラ等）の設置について検討します。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

水質基準不適合率 ０% ０%を維持

＜効果＞ 

水質の状況を市民の皆さまに知って頂くことができ、安心して利用できます。 

施設のセキュリティが強化され、水質の保全が図れます。 
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市民アンケート 

Q．水道水の安全性について、今後いっそう取り組んでほしいことは何ですか？ 

供給水質の集中監視や水道施設の運転
管理の厳格化などを求める声が多く、水
質管理体制への意識が高いことがわかり
ました。 
皆さまに安心して水道水をご利用して
いただけるように、水質管理体制の徹底
強化を図っていきます。 

業務担当；施設維持課 



Ⅰ安全 

施策３：直結給水の推奨

ビルやマンションなどの高層の建築物で、配水管から給水された水をいったん貯水槽（受

水槽）に貯めポンプなどにより各利用者へ給水する建物内水道を総称して「貯水槽水道」と

いいます。

 貯水槽水道は、貯水槽（受水槽）の有効容量により、以下のように分類されます。

  ・簡易専用水道：貯水槽（受水槽）の有効容量が１０立方メートルを超える施設

  ・小規模貯水槽水道：貯水槽（受水槽）の有効容量が１０立方メートル以下の施設

簡易専用水道については水道法により水質衛生管理が義務付けられ、小規模貯水槽水道に

ついては恵庭市水道事業給水条例により、自主的に水質衛生管理を行うよう努めなければな

りません。

恵庭市では地区ごとの水圧条件により貯水槽（受水槽）方式から配水管の水を直接給水す

る方式（直結方式）への切替えを推奨します。

事業展開

・新設の建築物は直結給水を推奨します。

・受水方式から直結給水への切替えの普及に努めます。

・関係部署と連携し、直結給水のメリットをＰＲするなど積極的な広報を行います。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

直結給水の推奨 ＨＰ・広報等へ掲載 ＨＰ・広報へ掲載（継続）

＜効果＞ 

適切に管理された給水装置から水道水を利用いただくことができ、安全におい

しい水を飲んでいただけます。 

 災害などの停電時においても給水可能になります。

直結給水方式 

業務担当；施設維持課 



Ⅰ安全 

施策４：給水装置等の適正管理

  皆さまのご家庭に水道水をお届けするために公道に埋められた水道管を配水管といい、こ

の配水管から分かれて、宅地まで引き込まれた「給水管」から「蛇口」までを給水装置とい

います。給水装置は、水道使用者の皆さまが工事費を負担して設置し、維持管理するもので

す。供給水質を確保するため、今後は更に給水装置等を適正に管理していただけるように取

り組みます。

事業展開

・給水装置工事設計施工指針をホームページに公開するなど、情報を速やかに提供し適正な

給水装置工事の施工を推進します。

・指定給水装置工事事業者の更新制度導入により、工事事業者の資質の保持や実態との乖離

の防止を図ります。

・貯水槽水道管理者への啓発として、関連部署と連携し、水質改善等に関する案内周知を実

施します。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

貯水槽の保全 啓発済み 年１回以上の啓発

指定給水装置工事

事業者の更新
- 毎年実施（随時）

＜効果＞

供給する水質の安全性が向上し、安心して水道水を利用していただけます。

水道管の水を受水槽で受けて

からポンプで５階や１０階ま

でも水を送るんだよ！

出典：水道PRパッケージを加除

業務担当；施設維持課 



Ⅱ強靭 

施策１：耐震化の推進

近年の大規模地震では水道施設にも被害が発生し、長期間に渡る断水が報告されていま

す。恵庭市の各配水池やポンプ施設は耐震性能を有していますが、水道施設の大半を占める

管路のうち、耐震性能を有していない塩化ビニル管の更新を優先的に行い、更なる耐震化を

推進していきます。

事業展開

・地震に弱いとされる塩化ビニル管（ＴＳ継手）について、耐震性を有する管への更新を優

先的に行います。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

耐震化率（Ｌ１） ８９% ９５% １００% 

＜効果＞ 

地震災害時にも安定して水道水を供給することができます。

業務担当；工事課 



Ⅱ強靭 

施策２：適切な資産管理の推進

平成３０年１２月に水道法が改正され、水道事業者等に台帳の整備を行うことが義務付け

られました。これらの対応のために、本管給水台帳システムの構築及び導入を行い、適切な

資産管理を推進していきます。

事業展開

・本市では水道事業と下水道事業が異なるシステムで管路台帳を整備しているため、利用者

の利便性の向上に向け下水道事業と管路台帳システムの統一を図ります。

・タブレットなどのＩＣＴ技術の活用により、現場作業の効率化を図ります。

【年次計画】

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

本管給水台帳システム
の構築 保守検討 実施

＜効果＞ 

資産を適切に管理することができます。

業務の効率性、正確性が向上します。 

利用者の利便性が向上します。

業務担当；施設維持課 

工事課   



Ⅱ強靭 

施策３：応急給水体制の確保及び推進

応急給水は突発的な事故や災害による断水など、緊急の水需要に対応することを目的とし

て臨時に給水するものです。災害時には、応急給水、応急復旧等を計画的かつ効率的に実施

することが求められます。そのため最低限の飲料水を確保し、市民の皆様に応急給水拠点で

給水できるように緊急貯水槽の設置及び給水車を導入します。

事業展開

・地震などの災害発生時に飲料水の供給ができない場合に備えて、緊急貯水槽整備計画を推

進します。

・給水車の導入と防災訓練の実施を行い、応急給水体制を充実します。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

緊急貯水槽設置数 ０基 ２基 ４基

給水車の台数 １台 ２台 ２台

災害対策訓練実施回数 １回/年 １回以上/年

【年次計画】

＜効果＞ 

災害時にも飲料水を確保することができます。 

業務担当；施設維持課 

工事課   

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

緊急貯水槽
整備計画の推進

応急給水体制の充実

検討

恵み野

地区整備

給水車導入

訓練実施

漁川右岸地区整備 島松地区整備 漁川左岸地区整備



Ⅱ強靭 

施策４：災害時応急活動体制の整備

地震などの災害時において、応急給水、応急復旧を迅速・的確に行うため、業務継続計画

（以下「ＢＣＰ」）や危機管理対策マニュアルを見直します。また、対応可能な組織体制を

構築し、災害対策・危機管理体制の強化を行います。

事業展開

・事業の継続に影響を与える事態が発生した場合においても、許容期間内に業務レベルを復

旧させることを目指し、ＢＣＰを見直します。

・現在策定している危機管理対策マニュアルについて最新の事項を踏まえた更新を行ってい

きます。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

ＢＣＰの見直し 策定済み ５年に１度更新

【年次計画】

※ＢＣＰ…災害時等においても一定レベル（断水の最小化や応急給水等）で事業を継続させ、市民が許容できる

期間内で業務（通常給水）を復旧させることを目的に策定する計画のことです。

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

ＢＣＰの見直し 見直し 見直し

＜効果＞ 

災害時にも速やかな応急復旧体制が構築できます。 

1人1日3 を 

目安に3日分 

災害に備えて普段から飲料水などを 

確保しておきましょう 

業務担当；施設維持課 



Ⅲ持続 

施策１：老朽管路の計画的な更新

恵庭市の管路施設は現在１１％が標準耐用年数を超過しており、老朽化が進んでいます。

さらに今後１０～２０年の間にはさらに増大することが想定されています。これらを一度に

更新することは財政面でも管理する人的資源の面でも困難なため、計画的な更新が必要とな

ります。

事業展開

・標準耐用年数（４０年）を超過した管路や今後更新を迎える管路の増大に備え、管路更新

計画に基づき、効率的に管路の更新を行います。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

老朽管（ＴＳ管）

の距離
約５４km 約２２km ０km 

＜効果＞ 

老朽化に起因する事故の防止や災害に強い施設が構築できます。 

市民アンケート 

Q．今後は老朽化した施設の更新が課題となります。 
この課題に取り組む姿勢として、どのように取り組むべきだと思いますか？ 

水道料金への影響を抑え、必要最低限の整備
を行うことを望む方が最も多くいました。また、
水道料金の値上がりをしてでも老朽化した管路
を整備して欲しいとの意見も多くあり、老朽化
した施設の更新を求める方が 9 割以上を占めま
した。 
恵庭市では皆さまの意見を取り入れながら、
老朽化した施設を計画的に更新していきます。 

43.3%
51.5%

1.7% 3.5%

管路工事の様子 

水道料金が値上がりするとしても、出来るだけ更新する

水道料金への影響を抑え、最低限の整備を行う

施設が壊れてから修理する

わからない

業務担当；工事課   



Ⅲ持続 

施策２：漏水対策の強化

漏水の主な原因は水道管の老朽化とされ、老朽化が進むにつれ漏水も増加すると想定され

ています。漏水は水道事業に損失を与えるだけでなく、出水不良や道路陥没、交通事故及び

家屋浸水などの２次的な災害を引き起こすため、点検を含む施設の維持・修繕を行う必要が

あります。

事業展開

・水道法改正に基づき施設の点検要領等を策定し、適正に運用します。

・漏水発生時における民間事業者との連携を強化します。

【年次計画】

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

水道施設の点検及び
修繕

民間事業者との連携

見直し・実施
点検要領等の

策定・実施

修繕待機の委託

(日曜日・祝日対応)
土曜日対応の追加

＜効果＞ 

漏水発生時に速やかな対応ができ、迅速な復旧が可能となります。 

水道施設や給水装置の不具合、市民からの通報等に対しては、担当職員が現地

確認を行い、その都度、業者に修理を依頼して対応しています。また、水道本

管からの漏水や消火栓の破損など突発的な事故が発生した場合には、より迅速

な対応が求められています。

業務担当；施設維持課 

工事課   



Ⅲ持続 

施策３：職員教育の充実

水道施設の維持管理を適切に行ったり、災害時に被災した施設の復旧を速やかに行うには

多様な分野の知識や技術が必要となります。また、業務委託を行う場合においても委託業者

を管理できる人材が必要となります。今後はそのような人材の育成を図るため、職員教育の

充実を図ります。

事業展開

・技術職員の業務マニュアルを整備します。

・研修会へ積極的に参加するなど、職員研修を継続して行います。

・他市との技術交流を継続して行います。

・専門職員制度を検討します。

【年次計画】

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

技術職員の
業務マニュアル整備

研修会の参加 継続

継続

＜効果＞ 

将来にわたって、安定した事業運営が可能となります。 

外部団体が主催する研修や日常業務でのOJTなどの内部研修などを積極的に

活用し、専門的な知識や経験を有する人材の育成を図っています。

※OJT（On The Job Training）･･･職場内で行われる教育訓練。新しい技術を習得する必要が生じたと

きに、先輩や上司が指導役となって実施する。 

業務担当；経営管理課 

施設維持課 

工事課   



Ⅲ持続 

施策４：財政状況の把握と健全経営

給水人口の減少に伴って給水収益も減少傾向にあり、将来的には更に厳しい経営状況が見

込まれます。水道事業を健全に運営していくために、長期的な経営見通しの把握に努め、経

営基盤の強化に向けた取り組みが必要です。

事業展開

・経営戦略の進捗管理を行い、財政計画の見直しを行います。

【目標管理】

指標名 現状 令和６年度末 令和１１年度末

経常収支比率 １０８.８% １００.０%以上を維持

流動比率 ２０９.７% ２００.０%程度を維持

【年次計画】

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

経営戦略の進捗管理 毎年管理・報告（議会・審議会） ビジョン・

経営戦略改定
毎年管理・報告（議会・審議会） ビジョン・

経営戦略改定

＜効果＞ 

将来にわたって、安定的な事業の運営が可能になります。 

目標管理に関する指標について 

経常収支比率（％） 

経常収支比率 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用 × 100 

経常収支比率は、収益性を見る際の代表的な指標で、経常費用が経常収益によって
どの程度賄われているかを表す指標です。この比率が高いほど、経常利益率が高いこ
とを表し、これが１００％未満であることは経常損失が生じていることを意味します。 

流動比率（％） 

流動比率 ＝ 流動資産÷ 流動負債 × 100 

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払い能
力を表しています。流動比率は１００％以上であることが必要であり、１００％を下
回っていれば資金繰りに不安があることを示しています。なお、公営企業会計におけ
る流動比率は２００％程度が望ましいと考えています。 

業務担当；経営管理課 



Ⅲ持続 

施策５：水道事業広域化の推進

水道事業の広域化は、中小規模の水道事業においては職員の確保や経営基盤の強化などの

メリットがあることから、厚生労働省が定めた新水道ビジョンでは広域化及び広域連携の推

進が求められています。

事業展開

・水道法改正に基づく広域連携は、推進役である北海道や水道企業団と連携し検討します。

・近隣事業体と連携を図るため、意見交換会や技術講習会の実施による人事交流などを行っ

ていきます。

【年次計画】

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

広域化の推進

他事業体との
人事交流 継続

検討

＜効果＞ 

職員の確保や経営基盤の強化を図れます。 

職員の技術レベルや資質の向上が図れます。 

水道法の一部を改正する法律の概要（平成３０年法律第９２号） 

改正の趣旨 

水道事業は、人口減少に伴う水需要の減少、水道施設の老朽化、深刻化する人材不足等の課
題に直面しており、これらの課題に対応し、水道基盤強化を図るため、水道法の一部を改正し
ました。改正の内容は、以下の５つからなります。 

１．関係者の責任の明確化 
国、都道府県及び市町村は水道の基盤強化に関する施策を策定し、推進又は実施するよう規
程されました。

２．広域連携の推進 
 都道府県には、広域連携の推進役としての役務が規程されました（水道基盤強化計画の策
定、広域連携等の推進協議会の設置）。 

３．適切な資産管理の推進 
 水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つように、維持管理や修繕を実施し、水道施設
台帳の整備が義務付けられました。 

４．官民連携の推進 
 地方公共団体が、水道事業者としての位置付けを維持しつつ、厚生労働大臣等の許可を受け
て、水道施設に関する公共施設等運営権を民間事業者に設定できる（コンセッション方式）を
導入できるようになりました。 

５．指定給水装置工事事業者制度の改革 
 工事事業者の資質の保持や実態との乖離の防止を図るため、指定給水装置工事事業者の指定
に更新性（５年）が導入されました。 

業務担当；経営管理課 

施設維持課 

工事課   



Ⅲ持続 

施策６：利用者サービスの充実

健全な事業運営を持続して行くためには、市民の皆さまに水道事業について広く理解して

いただき信頼を得ることが重要です。今後は更にわかりやすく親しみやすい情報提供が出来

るように取り組み、幅広いニーズに応えられるよう利便性の向上を図っていきます。

事業展開

・キャッシュレス決済の拡充などにより利用者サービスの充実を図ります。

・専用ホームページを開設します。

【年次計画】

事業展開 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

キャッシュレス決済の
拡充

広報活動の拡充

導入 検討・検証

継続ホームページ

開設

＜効果＞ 

 水道利用者のニーズにお応えすることができます。 

 水道事業について広く理解していただけます。 

 災害時の情報提供を迅速に行うことができます。 

市民アンケート 

Q．平成３０年９月６日に北海道胆振東部地震が発生しました。 
地震発生後に困ったことや、不安に感じたことは何ですか？ 

北海道胆振東部地震では、水道水の確保について、最も不安を感じたようです。ま
た、断水などの誤った情報の拡散や、広報周知が確認できなかったなどの課題が浮き
彫りになりました。 
恵庭市ではこれらの課題に取り組むため、専用ホームページを開設し、広報周知の
充実を図ります。 

16.4%

35.7%

44.3%

31.5%

11.1%

停電で水道が

使えなかった

断水などのデマ

情報が流れた

断水した場合の

水道水の確保

広報周知が確認

できなかった

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50%

業務担当；経営管理課 



前回ビジョンから継続して取り組みが必要な施策において、今回のビジョンとの関連がある

施策を示しています。 

図 6-2 前回ビジョンとの関連 

状況

水道企業団千歳川浄水場からの受水 ◎ (1)水安全計画の適切な運用

水安全計画の策定 ○ (2)水質管理体制の徹底強化

運転管理の広域化の推進 ◎ (3)直結給水の推奨

水質状況の広報充実 ◎ (4)給水装置等の適正管理

貯水槽の衛生管理の指導強化 ○

直結給水の推奨 ○

状況

牧場配水池の増設 - (1)耐震化の推進

耐震性が低い配水管の布設替 ○ (2)適切な資産管理の推進

広域的な耐震化の推進 ○ (3)応急給水体制の確保及び推進

災害対策マニュアルの充実 ◎ (4)災害時応急活動体制の整備

広域災害対策訓練の実施 ◎

重要施設へ配水する管路の耐震化 ○

耐震化計画の策定 ○

応急給水対策の整備 ○

情報バックアップ体制の充実 ○

防災情報の広報充実 ○

状況

老朽管路の計画的布設替 ○ (1)老朽管路の計画的な更新

給水量、料金収入の確保 ○ (2)漏水対策の強化

ＰＰＰ手法の活用や運転管理の広域化推進 ○ (3)職員教育の充実

水道料金の上昇を抑える経営努力 ○ (4)財務状況の把握と健全経営

経営情報の広報充実 ○ (5)水道事業広域化の推進

事業全般の広報充実 ○ (6)利用者サービスの充実

収納・手続きサービスの充実 ○

アンケート調査の実施 ◎

サービスの精査 ○

内部研修や外部研修への参加 ○

管理技術を継承するマニュアルの充実 ◎

管路台帳、設備管理台帳システムなどの整備 ○

恵庭浄水場の休廃止 ◎

状況

ポンプ設備などのインバータ制御化 ◎

新エネルギーの検討 ◎

有効率の向上 ○

第２次恵庭市環境基本計画による取組み ○

◎：完了、実施済み

○：継続的に実施

－：不要

前回ビジョン 今回ビジョン

(１) 安心：市民が安心しておいしく飲める水道水の供給 Ⅰ 安全：安全･安心な水道水の確保

（2）安定：いつでもどこでも安定的に生活用水を確保 Ⅱ 強靭：災害に強い水道の構築

（3）持続：運営基盤の強化、利用者ニーズを踏まえた
　　　　　  給水サービスの充実

Ⅲ 持続：次世代につなぐ水道事業運営

（4）環境：環境保全への貢献

貯水槽の保全

指定給水装置工事事業者の更新

塩ビ(TS)管の更新

本管給水台帳システムの構築

緊急貯水槽整備計画の推進

給水車の導入

老朽管(TS)管の更新

水道施設の点検要領の策定

民間事業者による休日対応

技術職員の業務マニュアル整備

専門職員制度の検討

人事交流の実施

キャッシュレス決済の拡充

専用ホームページの開設

主な新規・拡充の事業

Ⅰ
安
全

Ⅱ
強
靭

Ⅲ
持
続



恵庭市水道事業経営戦略（平成２７年４月策定）では、中長期的な経営の安定と設備投資の最

適化による適切な財源確保を目的とした投資・財政計画を策定しています。ここでは、当初計画

値と実績値を比較することで、経営の改善状況を把握します。

当年度純利益については全体的に大きく改善しています。平成３０年度に至っては当初計画値

と比べて１億円程度改善しており、これに伴い料金回収率についても改善している状況です。ま

た、財務内容についても企業債残高の圧縮や現金残高の増加などによる改善が見られます。

図 7-1 恵庭市水道事業経営戦略（平成２７年４月策定）と実績値の比較 
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投資計画 

投資計画には、地震などの災害時の被害最小化（耐震化事業）や施設の老朽化に伴う事故の未

然防止等のための事業費を計上します。特に管路施設の耐震化対策と老朽化対策（一部共通事業）

については事業費を平準化することにより、限られた人員での対応が可能となり、企業債発行額

の抑制も可能になります。

耐震化対策の管路施設の事業費について、投資条件は以下の３ケースを想定しました。

① 標準耐用年数を基本とした場合（５０年後の老朽管率０％）（検討結果は P47,P48 に記載）

② 目標耐用年数を基本とした場合（７０年後の老朽管率０％）（検討結果は P49,P50 に記載）

③ 目標耐用年数を基本とした場合（５０年後の老朽管率５０％）【採用】

この投資条件③が管路更新計画になります（今後 50年間の検討結果は P51に記載）。

※老朽管率とは６０年を超過した管路の割合のことです。

各事業費での管路の耐震化率の推移だけでなく、財政収支見通しにおける投資と財源のバラン

スや経済合理性も含めて総合的に検討した結果、「③管路更新計画」の条件を採用することとし、

本章においては、採用した「③管路更新計画」に関する検討結果を示します。

なお、「③管路更新計画」では、令和１１年度までに管路施設の耐震化率１００％の確保と５０

年後の老朽化率を５０％程度に抑えることが可能であるとともに、５０年間を通して概ね黒字経

営となる見通しです。

管路更新計画とその他の投資に係る条件は以下に示すとおりです。

表 7-1 投資計画のまとめ 

・緊急貯水槽の整備

・管路施設の耐震適合管の割合１００％

目標

単位：千円

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

未普及解消 管路施設 20,840 14,440 0 0 0 0 0 0 0 6,400 0

管路施設 4,006,447 455,596 451,000 446,250 396,000 446,250 396,000 446,251 396,000 278,100 295,000

緊急貯水槽 378,000 18,000 0 10,000 110,000 10,000 110,000 10,000 110,000 0 0

柏木配水池 19,700 0 0 500 0 0 18,700 500 0 0 0

牧場配水池 53,700 0 0 0 500 0 22,700 0 500 0 30,000

柏木増圧ポンプ場 109,000 0 0 0 109,000 0 0 0 0 0 0

西島松増圧ポンプ場 120,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 120,000

第2庁舎 35,000 0 0 0 0 0 30,000 0 0 5,000 0

その他 52,700 0 3,600 0 0 0 45,500 0 3,600 0 0

メーター設置費 1,026,921 94,887 99,729 95,675 94,428 90,425 134,930 121,132 96,956 101,592 97,167

固定資産購入費 177,400 5,600 76,000 2,500 59,300 4,000 1,000 0 4,000 20,000 5,000

事務費 238,500 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850

6,238,208 612,373 654,179 578,775 793,078 574,525 782,680 601,733 634,906 434,942 571,017合計

維持管理

その他

老朽化対策等

項目 合計

耐震化対策
（一部老朽化）



管路更新計画では令和１１年度までに非耐震管である硬質塩化ビニル管の更新を優先的にすす

めることで管路施設の耐震化率１００％を目指して更新していく計画となっています。耐震化事

業と老朽化対策を同時に行うことで、効率よく水道事業を運営していくことができます。管路更

新費を今後１０年間は３億円弱から４.５億円程度、その後は３億円前後とした場合、管路の老朽

化率は５０年後に５０％程度となります。

図 7-2 管路更新計画の事業量と経年化率の予測結果 
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財源計画 

建設改良費の財源は、基幹管路の耐震化等による国庫補助金や緊急貯水槽の整備等による出資

金の対象になるものはこれを見込み、内部留保資金（現金及び預金等）を活用することにより企

業債の抑制を図るように設定しました。

表 7-2 財源計画のまとめ 

投資・財政計画の条件 

財政収支見通し（投資・財政計画）の条件は以下に示すとおりです。

表 7-3 財政見通し（投資・財源計画）の条件 

単位：千円

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

補助金 110,000 0 0 2,500 27,500 2,500 27,500 2,500 27,500 5,000 15,000

企業債 1,250,300 126,500 213,600 84,800 214,700 189,500 232,700 94,800 93,700 0 0

工事負担金 171,600 47,850 0 3,750 37,500 3,750 37,500 3,750 37,500 0 0

出資金 180,900 42,200 51,200 50,000 37,500 0 0 0 0 0 0

内部留保資金 4,525,408 395,823 389,379 437,725 475,878 378,775 484,980 500,683 476,206 429,942 556,017

合計 6,238,208 612,373 654,179 578,775 793,078 574,525 782,680 601,733 634,906 434,942 571,017

合計項目

設定方法

給水収益
基本料金＝基本料単価×世帯数
超過料金＝超過水量単価×超過水量

その他 2018年度の決算値で一定

長期前受金戻入 既存資産と新規取得資産から見込まれる補助金に対する戻入額を計上

その他 2018年度の決算値で一定

委託費 2018年度の決算値と委託予定額から設定

修繕費 単年度ごとに予定額を計上

受水費

受水費＝受水単価×年間給水量
漁川系は現状維持（損益ベースで算出しているため、変動が小さい）

千歳川系の基本料金単価は2038年まで116円/m3、2043年度まで100円

/m
3
、2044年度以降は60円/m

3
を想定

特別修繕引当金 配水池内面防水塗装の修繕費の積立分（修繕費/15年）を計上

減価償却費 既存資産と新規取得資産の減価償却費を計上

その他 2018年度の決算値で一定

支払利息 既発行分と新規発行分（利率0.68％）の企業債利息を計上

その他 2018年度の決算値で一定

流動比率が200％程度になるように新規発行分を見込む

管路更新計画に基づいて設定

総務省の通知に基づいて設定

緊急貯水槽整備計画に基づいて設定

施設整備費 投資計画に基づいて設定

メーター設置費 メーター設置費＝実績値×世帯数増減率

固定資産購入費 投資計画に基づいて設定

既発行分と新規発行分の企業債償還予定額を計上

項目

収
益
的
収
支

収
入

営業
収益

営業外
収益

支
出

営業費用

営業外
費用

資
本
的
収
支

収
入

企業債

国庫等補助金

他会計出資金

工事負担金

支
出

建設
改良費

企業債償還金

 ・黒字経営（純損益がプラスになるようにする）

・流動比率２００％程度を維持し、現金及び預金残高と企業債残高のバランスを図る

目標



財政収支見通し 

1)収益的収支

令和６年度に配水池内面防水塗装の更新（修繕）を予定しているため、一時的に純損益がマイ

ナスになるものの、それ以降は安定して黒字経営が可能となります。令和６年度以降は全ての配

水池において特別修繕引当金を繰入れていく（毎年費用を積み上げていく）こととなるため、修

繕費による一時的な経営の圧迫を抑えることが可能となり、全体としては５０年先も黒字（純損

益がプラス）での経営が可能と推測されています。ただし、収益力が弱く純損益に余裕がないた

め、受水単価が変動した場合は、料金水準の見直しも含めた経営改善策が必要となる可能性があ

ります。

図 7-3 収益的収支の見通し 

2)給水原価・供給単価

令和５年度以降は給水原価が供給単価を上回った状態で運営していくことになります。これは、

水道水を市民に届けるためにかかる費用の方が使用料収入よりも多い状況であり、料金回収率（供

給単価÷給水原価）が 1００％を下回る状態となります。ただし、水道事業費用のみの料金回収率

（下水道事業や第２庁舎の維持管理等に係る費用を除いたもので、以下「修正後料金回収率」と

いう。）では令和１１年度まではおおむね１００％を確保できる見通しであり、５０年後において

も修正後料金回収率は９５％程度になると推測されます。

図 7-4 給水原価・供給単価の見通し 
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3)資本的収支

計画的に管路や施設を更新していくためには、事業費を確保していくことが必要となります。

資本的収入は限定的であるため、起債や内部留保資金（現金及び預金）等が事業費の主体となり

ますが、これらをバランス良く活用しながら適正に事業運営していくことにより、５０年後まで

企業債の借入を抑制して運営することが可能であると推測されます。

図 7-5 資本的収支の見通し 

4)起債残高

起債残高が微増傾向、現金及び預金（内部留保資金）は微減の見通しとなっていますが、流動

比率は目標である２００％程度を維持することができます。現在の料金水準のままでも令和１２

年度以降の管路更新に係る投資額を３億円程度とした場合は、５０年後の起債残高は現在よりも

抑制された状態で、流動比率は２００％以上を維持することが可能であると推測されます。

図 7-6 起債残高等の見通し  
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財政計画書 

2020 2021 2022 2023 2024 2025
項目＼年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

損益勘定（税抜：千円）
営業収益 1,474,141 1,474,620 1,475,111 1,478,133 1,476,068 1,476,533

給水収益 1,356,761 1,357,240 1,357,731 1,360,753 1,358,688 1,359,153
受託工事収益 53,850 53,850 53,850 53,850 53,850 53,850
その他営業収益 63,530 63,530 63,530 63,530 63,530 63,530

営業外収益 66,351 65,459 64,110 61,326 60,022 58,508
受取利息 80 80 80 80 80 80
国庫補助金 0 0 0 0 0 0
他会計負担金 0 0 0 0 0 0
雑収益 3,540 3,540 3,540 3,540 3,540 3,540
長期前受金戻入 62,731 61,839 60,490 57,706 56,402 54,888

長期前受金戻入（既存） 62,656 60,687 59,338 56,413 53,646 51,991
長期前受金戻入（新規） 75 1,152 1,152 1,293 2,756 2,897

その他営業外収益 0 0 0 0 0 0
特別利益 0 0 0 0 0 0

過年度損益修正益 0 0 0 0 0 0
その他特別利益 0 0 0 0 0 0

収益的収入合計 1,540,492 1,540,079 1,539,221 1,539,459 1,536,090 1,535,041
営業費用 1,362,992 1,382,366 1,404,757 1,435,058 1,524,630 1,432,993

人件費 110,870 110,870 110,870 110,870 110,870 110,870
委託費 103,050 104,550 104,550 104,550 112,738 106,050
動力費 1,510 1,510 1,510 1,510 1,510 1,510
薬品費 0 0 0 0 0 0
修繕費 9,700 9,700 19,000 39,700 96,100 9,500
受水費 677,886 677,825 677,764 679,521 680,671 680,610
減価償却費等 420,356 438,291 451,443 453,287 471,121 472,833

減価償却費（既存） 374,668 371,126 350,926 332,449 313,921 296,318
減価償却費（新規） 21,738 43,215 76,567 96,888 133,250 152,565
資産減耗費 23,950 23,950 23,950 23,950 23,950 23,950

受託工事費 5,160 5,160 5,160 5,160 5,160 5,160
引当金 8,170 8,170 8,170 8,170 8,170 8,170
特別修繕引当金 9,300 9,300 9,300 15,300 21,300 21,300
その他営業費用 16,990 16,990 16,990 16,990 16,990 16,990

営業外費用 28,317 23,904 19,996 15,754 13,607 12,591
支払利息 28,317 23,904 19,996 15,754 13,607 12,591

支払利息（既存） 27,365 22,092 16,731 11,913 8,306 6,010
支払利息（新規） 952 1,812 3,265 3,841 5,301 6,581

雑支出 0 0 0 0 0 0
特別損失 390 390 390 390 390 390

過年度損益修正損 390 390 390 390 390 390
その他特別損失 0 0 0 0 0 0

収益的支出合計 1,391,699 1,406,660 1,425,143 1,451,202 1,538,627 1,445,974
当年度純利益（△損失） 148,793 133,419 114,078 88,257 △2,537 89,067

資本勘定（税込：千円）
企業債 126,500 213,600 84,800 214,700 189,500 232,700
国庫等補助金 0 0 2,500 27,500 2,500 27,500
他会計負担金 0 0 0 0 0 0
他会計出資金等（還付金含む） 42,200 51,200 50,000 37,500 0 0
工事負担金 47,850 0 3,750 37,500 3,750 37,500
その他 0 0 0 0 0 0

資本的収入合計 216,550 264,800 141,050 317,200 195,750 297,700
建設改良費 612,373 654,179 578,775 793,078 574,525 782,680

水道施設整備費 511,886 478,450 480,600 639,350 480,100 646,750
拡張費 0 0 0 0 0 0
改良費 488,036 454,600 456,750 615,500 456,250 622,900
事務費 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850 23,850

メーター設置費 94,887 99,729 95,675 94,428 90,425 134,930
固定資産購入費 5,600 76,000 2,500 59,300 4,000 1,000

企業債償還金 157,556 172,628 167,849 149,372 106,704 95,150
償還元金（既存） 157,556 172,628 167,849 149,372 106,704 89,994
償還元金（新規） 0 0 0 0 0 5,156

その他 0 0 0 0 0 0
資本的支出合計 769,929 826,807 746,624 942,450 681,229 877,830

資本的収支差引（△不足額） △553,379 △562,007 △605,574 △625,250 △485,479 △580,130

当年度内部留保資金増減額 506,418 509,871 505,031 483,838 412,182 507,012
現金及び預金 785,939 786,158 730,987 649,195 621,205 605,364
企業債残高 1,671,226 1,712,198 1,629,149 1,694,477 1,777,273 1,914,823
流動比率 206% 208% 204% 206% 204% 211%
給水人口（人） 69,510 69,401 69,292 69,184 69,075 68,966
給水世帯数（世帯） 33,427 33,560 33,693 33,826 33,959 34,092

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出



2026 2027 2028 2029 2068
R8 R9 R10 R11 R50

1,474,359 1,474,692 1,469,996 1,467,807 14,741,460 1,264,417 △262,138 83%
1,356,979 1,357,312 1,352,616 1,350,427 13,559,166 1,147,037 △198,961 85%

53,850 53,850 53,850 53,850 538,500 53,850 1,564 103%
63,530 63,530 63,530 63,530 635,300 63,530 △64,741 50%
58,651 58,061 58,895 57,424 598,436 30,584 △38,215 44%

80 80 80 80 800 80 △295 21%
0 0 0 0 0 0 0 -
0 0 0 0 0 0 △2,216 0%

3,540 3,540 3,540 3,540 35,400 3,540 2,251 275%
55,031 54,441 55,275 53,804 562,236 26,964 △37,955 42%
50,671 49,940 49,311 47,727 525,669 3,211 △61,708 5%
4,360 4,501 5,964 6,077 36,567 23,753 23,753 -

0 0 0 0 0 0 0 -
0 0 0 0 0 0 0 -
0 0 0 0 0 0 0 -
0 0 0 0 0 0 0 -

1,533,010 1,532,753 1,528,891 1,525,231 15,331,402 1,295,001 △300,353 81%
1,454,295 1,453,110 1,454,451 1,458,600 14,464,725 1,296,230 △113,333 92%

110,870 110,870 110,870 110,870 1,108,700 110,870 307 100%
107,550 107,550 109,050 115,738 1,081,376 109,050 △3,973 96%

1,510 1,510 1,510 1,510 15,100 1,510 △126 92%
0 0 0 0 0 0 0 -

14,100 11,800 3,000 5,000 217,100 3,900 △28,573 12%
680,480 682,176 680,220 680,090 6,799,317 539,104 △139,362 79%
488,165 487,584 498,181 493,772 4,756,932 478,743 61,603 115%
281,107 267,585 266,243 262,738 3,000,078 4,378 △380,895 1%
183,108 196,049 207,988 207,084 1,517,354 450,415 450,415 -
23,950 23,950 23,950 23,950 239,500 23,950 △7,917 75%
5,160 5,160 5,160 5,160 51,600 5,160 △7,050 42%
8,170 8,170 8,170 8,170 81,700 8,170 △1,602 84%

21,300 21,300 21,300 21,300 183,000 22,733 13,433 244%
16,990 16,990 16,990 16,990 169,900 16,990 △7,990 68%
12,497 12,037 11,928 11,406 144,715 140 △34,763 0%
12,497 12,037 11,928 11,406 144,715 140 △34,670 0%
4,377 3,352 2,733 2,367 80,047 0 △34,810 0%
8,120 8,685 9,195 9,039 64,668 140 140 -

0 0 0 0 0 0 △93 0%
390 390 390 390 3,900 390 △610 39%
390 390 390 390 3,900 390 △610 39%

0 0 0 0 0 0 0 -
1,467,182 1,465,537 1,466,769 1,470,396 14,613,340 1,296,760 △148,706 90%

65,828 67,216 62,122 54,835 718,062 △1,759 △151,647 -1%

94,800 93,700 0 0 1,123,800 0 △140,000 0%
2,500 27,500 5,000 15,000 135,000 25,000 25,000 -

0 0 0 0 0 0 0 -
0 0 0 0 138,700 0 △13,900 0%

3,750 37,500 0 0 123,750 0 △3,335 0%
0 0 0 0 0 0 0 -

101,050 158,700 5,000 15,000 1,521,250 25,000 △132,235 16%
601,733 634,906 434,942 571,017 6,102,400 445,947 △62,612 88%
480,601 533,950 313,350 468,850 4,847,351 324,850 △57,281 85%

0 0 0 0 0 0 0 -
456,751 510,100 289,500 445,000 4,608,851 301,000 △51,523 85%
23,850 23,850 23,850 23,850 238,500 23,850 △5,758 81%

121,132 96,956 101,592 97,167 1,027,649 121,097 771 101%
0 4,000 20,000 5,000 227,400 0 △6,102 0%

76,647 67,152 57,536 55,837 1,009,389 11,017 △141,460 7%
66,798 49,369 36,509 26,760 890,244 0 △152,477 0%
9,849 17,783 21,027 29,077 119,145 11,017 11,017 -

0 0 0 0 0 0 0 -
678,380 702,058 492,478 626,854 7,111,789 456,964 △204,072 69%

△577,330 △543,358 △487,478 △611,854 △5,590,539 △431,964 71,837 86%

498,962 500,359 505,028 494,803 4,912,758 450,020 △52,089 90%
573,940 575,492 624,920 551,669 6,288,623 761,854 △26,875 97%

1,932,976 1,959,524 1,901,988 1,846,151 18,154,195 162,304 △1,539,978 10%
208% 215% 232% 205% - 324% 110% 151%

68,761 68,557 68,352 68,148 - 54,793 -14,658 79%
34,124 34,156 34,188 34,219 - 34,684 4,492 115%

割合
（R50/R1）

R50-R110年合計



投資の合理化・経常経費の見直し 

1)広域化等

水道企業団事業に参画し、用水供給を受けることで広域的な水源確保や施設整備に取り組んで

きました。また、配水施設の運転監視業務を水道企業団に委託することで、広域的な事業運営の

推進を図ってきたところです。このように、恵庭市においては既に広域化に関する取り組みを積

極的に行っています。平成３０年１２月の水道法の一部改正により広域化は都道府県が計画等を

策定し推進することになったことから、今後については北海道の動向を踏まえながら水道企業団

とも連携して方向性を検討していきます。

2)民間活用

窓口業務や料金関係業務を民間事業者に委託することで、職員数の削減やコストの縮減に取り

組んできました。今後は、市民へのサービス水準の維持向上を念頭に、業務実施状況の評価や改

善策の検討を行うとともに、委託する業務範囲の見直しを行い、民間事業者との連携の強化と活

用に取り組みます。

3)性能の合理化（スペックダウン）の検討

管路更新計画では、耐震化や老朽化に対応するため、計画的な管路施設の更新を行うことにし

ています。管路更新計画は経営戦略に併せて見直すこととしており、更新に際しては人口減少等

に伴う水量減少を加味して適正な口径に縮径していきます。

4)予防保全による適切な維持管理（長寿命化）

標準耐用年数での施設の更新は長期的な財政収支見通しを見ても厳しい状況です。また、標準

耐用年数を過ぎてもすぐに利用できなくなるわけではありません。このため、施設の管理目標（目

標耐用年数）を実態として利用可能な期間（標準耐用年数×１.５倍程度）として設定するととも

に、非耐震管の更新を優先するなど安全面も考慮しながら、計画的に維持管理していきます。ま

た、施設整備が集中した時期の更新事業費の突出を避けるため、平準化して対応していきます。

料金水準 

計画期間中に、直ちに料金水準を見直す必要はないといえます。ただし、受水単価が想定外に

変動した場合は財政収支見通しが悪化していくことから、料金水準の見直しを含めた経営改善策

が必要になります。



その他 

1)企業債

今後も流動比率が２００％程度で推移していくことを目安に適正な内部留保資金を確保しなが

ら企業債の抑制を図り、適切に借入れを行っていきます。

2)繰入金・補助金

耐震化事業や緊急貯水槽事業等の推進など繰出基準に基づく一般会計からの出資金や国庫補助

金等を積極的に活用することで経営基盤の強化に努めます。

3)特別修繕引当金の適用

配水池内面防水塗装は１５年に１回程度定期的に行われる修繕であり、１基につき約１億円と

多額の事業費が計上されて、経営状況に大きな影響を与えます。このため、配水池内面防水塗装

は特別修繕引当金を適用することとし、修繕費の平準化に努めていきます。

4)組織等に関する事項

恵庭市公営企業では、水道事業とともに公共下水道事業を経営しています。平成３０年度から

は工事業務と施設維持業務というように業務ごとに課を構成し、各課の中で水道事業と下水道事

業それぞれに関係する係で分割することとし、いわゆる水道課と下水道課というような縦割りの

組織から横割りの組織に改編しました。上下水道担当職員は、公営企業職員として、事業の能率

的な経営と公共性及び企業性の発揮に努め、目標管理や企業会計など民間の経営管理手法を導入

して、経営能力の向上を図っています。

5)実態把握

公営企業会計では地方公営企業法に基づき、減価償却費を費用計上しており、管路施設であれ

ば標準耐用年数である４０年間で算出しています。しかし、恵庭市では標準耐用年数以上の目標

耐用年数で更新していくこととしているため、償却期間は４０年ではなく、６０年～８０年程度

となり、目標耐用年数で減価償却費を算出した場合は、見かけ上の収益的収支が変わります。ま

た、企業債の発行期間が最長でも３０年までしかなく償却期間と比べて短いため、償還額が減価

償却額よりも多くなるという構造上の課題もあります。これらのことを踏まえた経営状況の実態

についても的確に把握できるように努めるとともに、課題の解決策についても検討してきます。

表 7-4 耐用年数と減価償却費と償還額の関係 
単位：百万円/年

B
償還額（30年）

A-B
不足額

B
償還額（30年）

10-B
不足額

40 年 10.0 100% 13.3 △3.3 4 億円 13.3 △3.3
60 年 6.7 67% 13.3 △6.6 6 億円 20 △10.0
80 年 5.0 50% 13.3 △8.3 8 億円 26.6 △16.6

※償却限度額等は未考慮

※償還額は投資額を期間30年で起債した場合の金額

※不足額は減価償却費と償還額の差

4億円投資した場合 減価償却費 10百万円/年の場合

A
減価償却費

A
投資額

更新間隔
（耐用年数）



P38の 7.2投資･財政計画について、詳細を示します。 

投資条件①の場合 

① 標準耐用年数を基本とした場合（５０年後の老朽管率０％）

1)管路更新の投資条件

標準耐用年数で更新する場合は、水道事業としての安全性は確保できますが、事業費は高くな

ります。単純に標準耐用年数で更新していくと、各年度の事業費の増減が大きくなるため、今後

５０年間の事業費を試算して平準化しました。

図 8-1 標準耐用年数で更新する場合の事業費の平準化
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事業費を平準化すると・・・ 

事業費が突出したエリア 

毎年 1,053百万円程度の事業費になる 



2)長期的な財政見通し

令和4年度に純損益と経常収支比率がマイナス（赤字）となり、その後も赤字経営が続いてい

く見通しです。赤字幅も大きく、収支ギャップを解消するためには料金水準の見直しを含めた経

営改善策が必要になります。 

図 8-2 純損益等の見通し（標準耐用年数） 

企業債残高の増加に伴い償還額が増加し、令和２５年度には現金及び預金残高がゼロになり経

営破綻となります。このため、料金水準の見直しや経営改善施策により償還可能な利益を確保す

ることが必要になります。 

図 8-3 現金及び預金等の見通し（標準耐用年数） 



投資条件②の場合 

② 目標耐用年数を基本とした場合（７０年後の老朽管率０％）

1)投資条件

令和１１年度まで管路更新計画に従って、それ以降は老朽管率０％を目指した場合の投資額（事

業費）と経年化率の推移を示します。令和１２年度以降は約７．８億円/年の投資を行っていくと

老朽管率が減少していくことがわかります。今後５０年で老朽管率０％とはなりませんが、７０

年後には老朽管率が０％になると推測されています。

図 8-4 管路更新計画+7.8 億円の事業量と経年化率の予測結果 
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2)長期的な財政見通し

令和１２年度以降は７.８億円/年の投資で、老朽管率を０％とする場合の長期的な財政見通し

を示します。令和１４年度以降は純損益がマイナスとなり赤字経営が続いていくことが予測され

ています。 

図 8-5 純損益等の見通し（管路更新計画+7.8 億円/年） 

令和１２年度以降投資の増加に伴って、起債発行額が増加し起債残高の増加が続きます。それ

に伴い償還額が増加した結果、資金繰りを圧迫し令和４２年度頃には現金及び預金がゼロになり

経営破綻となります。このため、赤字経営となる令和１４年度以降は料金水準の見直しを含めた

経営改善策が必要となります。 

図 8-6 現金及び預金等の見通し（管路更新計画+7.8 億円/年） 



投資条件③の場合 

③ 目標耐用年数を基本とした場合（５０年後の老朽管率５０％）（管路更新計画）

管路更新計画に基づく長期的な財政収支の見通しを以下に示します。純損益及び経常収支比率

は、令和５０年度までプラス（黒字）での経営が可能になると予測されます。ただし、これは令

和２０年以降受水単価が見直されることを想定しているため、この変動によっては経営状況に大

きな影響があるといえます。また、管路更新計画の投資では５０年後の管路老朽化率が５０％程

度になることが予想されます。

図 8-7 純損益等の見通し 

企業債残高については長期的にみると減少し、内部留保資金が枯渇することなく事業運営が可

能であると予測されます。流動比率は令和５０年度まで右肩上がりになりますので、令和２５年

度前後には経営状況や受水単価の変動を確認しながら、施設更新等へのさらなる投資の検討が可

能となります。

図 8-8 現金及び預金等の見通し 



施設の多くは標準耐用年数を過ぎて経年化した後もある程度の期間は正常に機能するため、管

路更新計画では、施設の重要度・優先度を考慮して、より現実的な更新基準を設定し、更新需要

を算定しています。上記を踏まえた管種ごとの目標耐用年数は以下に示すとおりです。 

表 8-1 管路の更新基準（目標耐用年数） 



経営戦略を最大限に活用し、将来にわたって健全で安定した経営を行うために「計画策定（Ｐ

ｌａｎ）－実施（Ｄｏ）－検証（Ｃｈｅｃｈ）－見直し（Ａｃｔｉｏｎ）」のＰＤＣＡサイクルを

適用して経営戦略の実効性を確保していきます。

図 9-1 フォローアップのイメージ 

進捗管理（モニタリング） 

毎年決算確定後に「恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略」の目標達成状況を評価するとともに、

直近の決算状況を反映した財政収支見通しと当初（策定時点）の財政収支見通しを比較して評価

します。評価結果は恵庭市公営企業経営審議会や議会等に報告したうえで、意見を聴収し次年度

の事業運営に反映するなど、進捗管理を通して実態に則した改善策を検討していく体制を確保し

ます。

見直し（ローリング） 

３～５年間隔で「恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略」を見直して改訂していきます。

見直しにあたっては、計画と実績値の乖離状況とその要因を分析し、見直し時点における各種

計画（管路更新計画や緊急貯水槽整備計画など）を参考にして投資計画の見直しを行うとともに、

料金水準についても検証してまいります。特に管路更新計画は安全な施設運営を行うために必要

な事業費を見直すことで、財政状況だけなく施設の健全性にも留意して改訂していきます。



表 9-1 進捗管理表 

基本
方針

施策
番号

目標区分 評価指標（令和11年度目標）

施策1 水安全計画の適切な運用

水安全計画の見直し・推進 継続目標 ・計画の見直し（随時）

施策2 水質管理体制の徹底・強化

水質検査計画の推進 継続目標 ・水質基準不適合率0％

施策3 直結給水の推奨

ＨＰ・広報へ掲載 継続目標 ・HP/広報誌へ掲載

施策4 給水装置等の適正管理

貯水槽の保全 継続目標 ・年１回以上の啓発

指定給水装置工事事業者の更新 継続目標 ・毎年実施（随時）

施策1 耐震化の推進

塩ビ（TS）管の更新 継続目標 ・耐震化（L1）率100％

施策2 適切な資産管理の推進

本管給水台帳システムの構築 短期目標 ・上下水道台帳システムの構築

施策3 応急給水体制の確保及び推進

緊急貯水槽整備計画の推進 長期目標 ・緊急貯水槽整備（4基）

給水車の導入 短期目標 ・給水車の台数（2台）

災害対策訓練実施 短期目標 ・1回以上/年

施策4 災害時応急活動体制の整備

ＢＣＰの見直し 継続目標 ・ＢＣＰの見直し（随時）

施策1 老朽管路の計画的な更新

老朽管（TS管）の距離 継続目標 ・0km

施策2 漏水対策の強化

水道施設の点検及び修繕 継続目標 ・点検要領の策定→見直し・実施

民間事業者との連携 継続目標 ・民間事業者による休日対応

施策3 職員教育の充実

技術職員の業務マニュアル整備 継続目標 ・マニュアル策定

研修会の参加 継続目標 ・参加（随時）

施策4 財務状況の把握と健全経営

経営戦略の進捗管理 継続目標

・経常収支比率100％以上
・流動比率200％程度
・公営企業経営審議会への報告
・議会への報告

施策5 水道事業広域化の推進

広域化の推進 継続目標 ・広域化の検討

他事業体との人事交流 継続目標 ・人事交流の実施

施策6 利用者サービスの充実

キャッシュレス決済の拡充 中期目標 ・導入

広報活動の充実 中期目標 ・専用ホームページの開設

サ
ー

ビ
ス

の
向
上

Ⅲ
持
続

次
世
代
に
つ
な
ぐ
水
道
事
業
運
営

水
道
施
設
の
効
率

的
な
整
備

人
材
の
育

成
と
技
術

の
継
承

経
営
基
盤
の
安
定

Ⅱ
強
靭

災
害
に
強
い
水
道
の
構
築

水
道
施
設
の

強
靭
化

災
害
対
策
・
危
機
管
理

体
制
の
強
化

主要施策と事業展開

Ⅰ
安
全

安
全
・
安
心
な
水
道
水
の
確
保

水
質
管
理
体

制
の
充
実

供
給
水
質
の
確
保

基本
目標







恵庭市水道事業ビジョン・経営戦略 

令和２年３月 

恵庭市水道部 

〒０６１-１４４４ 北海道恵庭市京町８５番地２ 

TEL ０１２３-３３-３１３１ 

恵庭市 HP https://www.city.eniwa.hokkaido.jp/kurashi/index.html 

恵庭市 


